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運用報告書（全体版） 

米国エネルギーＭＬＰオープン
（毎月決算型）為替ヘッジなし 
 

愛称：エネルギー・ラッシュ 

 
 

第64期（決算日：2018年11月13日） 

第65期（決算日：2018年12月13日） 

第66期（決算日：2019年１月15日） 

第67期（決算日：2019年２月13日） 

第68期（決算日：2019年３月13日） 

第69期（決算日：2019年４月15日） 
 

 
 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、お手持ちの「米国エネルギーＭＬＰオープン

（毎月決算型）為替ヘッジなし」は、去る４月15日に

第69期の決算を行いましたので、法令に基づいて第

64期～第69期の運用状況をまとめてご報告申し上げ

ます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

商品分類 追加型投信／海外／その他資産 

信託期間 2023年６月９日まで（2013年６月28日設定） 

運用方針 
ファンド・オブ・ファンズ方式により、安定し
たインカムゲインの確保と信託財産の成長を
目指して運用を行います。 

主要運用対象 

米国エネルギー 
ＭＬＰオープン 
（毎月決算型） 
為替ヘッジなし 

ＵＳエネルギーＭＬＰファンド
受益証券およびマネー・プール 
マザーファンド受益証券 

ＵＳエネルギー 
ＭＬＰファンド 

主にエネルギーや天然資源に関
連するＭＬＰ（マスター・リミ
テッド・パートナーシップ）等 

マネー・プール 
マザーファンド 

わが国の公社債 

運用方法 

・主にエネルギーや天然資源に関連する
ＭＬＰ等を主要投資対象とします。 

・外貨建（米ドル建）資産について、原則とし
て為替ヘッジを行いません。 

主な組入制限 

・投資信託証券への投資割合には、制限を設
けません。 

・外貨建資産への投資割合には、制限を設け
ません。 

分配方針 

毎月13日（休業日の場合は翌営業日）に決算
を行い、収益分配方針に基づいて分配を行い
ます。分配対象額の範囲は、経費控除後の配
当等収益と売買益（評価益を含みます。）等の
全額とします。基準価額水準、市況動向、残存
信託期間等を勘案して、分配金額を決定しま
す。（ただし、分配対象収益が少額の場合には
分配を行わない場合もあります。）原則として
安定した分配を継続することを目指します
が、基準価額水準や分配対象収益を勘案し、
委託会社が決定する額を付加して分配を行う
ことがあります。 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
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当ファンドの仕組みは次の通りです。 
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米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

ファンドマネージャーのコメント

上記は、ニューバーガー・バーマン・インベストメント・アドバイザーズ・エルエルシーの資料を基に、三菱ＵＦＪ国
際投信が作成したものです。

◎運用のポイント：クオリティの高いＭＬＰに注目
当作成期については、クオリティの高いＭＬＰに注目
した運用を継続しました。ＭＬＰが分配金を支払う上
で十分なキャッシュ・フローの裏付けがあることを示
す「カバレッジ・レシオ」で見た分配金の安全性が高
いこと、親会社の強固なサポートを得ていること、経
営陣の執行力が高いことといった観点で、質の高いＭ
ＬＰに注目しました。こうしたＭＬＰは、株式市場に
おける投資家の信認が厚く、市況悪化時にも資金調達
が相対的に容易であることから、投資プロジェクトが
予定通り執行される可能性も高いといえます。グロー
バル経済に対する不透明感と株式市場の変動性が高ま
る中で、持続可能性の高い成長モデルを構築した質の
高いＭＬＰのキャッシュ・フローの予見性（ビジビリ
ティ）は高く、魅力的な投資機会を提供しているもの
と考えます。

◎投資環境と今後の運用方針
米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）が金融政策に対する

姿勢を「利上げ」から「様子見」にシフトさせたこと
で、金利上昇に対する警戒感は大きく後退しており、
利回り資産であるＭＬＰにとって追い風となる可能性
があると考えます。また、世界経済の牽引役である中
国経済に安定化の兆しが見え始めており、景気が底割
れするリスクが低下していることも下支え要因である
と考えます。過去数年に亘り、ＭＬＰ各社は分配金成
長を抑制し財務体質の強化を優先してきました。足元
では財務立て直しが一巡し、一部では自社株買いに動
くＭＬＰも出始めています。自社株買いは経営陣によ
る自社事業への自信の表れであり、ＭＬＰのファンダ
メンタルズ（基礎的条件）が健全であるとのメッセー
ジであるともいえます。当面は株式市場と連動して変
動性が高い状況が続く可能性はあるといえますが、割
安感が残るＭＬＰ市場は魅力的な投資機会を提供して
いるものと考えます。
当ポートフォリオでは、中流事業を手掛けるＭＬＰ等
へ着目し、中でもキャッシュ・フローを見通しやすい
銘柄群や天然ガス関連の銘柄群を選好する方針です。

ニューバーガー・バーマン・インベストメント・アドバイザーズ・エルエルシー
プライベート・アセット・マネジメント・グループ
ラクリン・グループ
マネージング・ディレクター
イブ C. シーゲル

シニア・ヴァイス・プレジデント
パオロ R. フラッタロリ

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし
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米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近30期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

債   券 
組 入 比 率 

債   券 
先 物 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円 

40期(2016年11月14日) 5,902 30 2.1 － － 99.1 45,581 

41期(2016年12月13日) 6,645 30 13.1 － － 99.2 51,034 

42期(2017年１月13日) 6,947 30 5.0 － － 98.7 55,720 

43期(2017年２月13日) 7,285 30 5.3 － － 98.9 61,094 

44期(2017年３月13日) 7,009 30 △ 3.4 － － 98.9 60,503 

45期(2017年４月13日) 6,730 30 △ 3.6 － － 99.2 58,550 

46期(2017年５月15日) 6,789 30 1.3 － － 99.1 58,692 

47期(2017年６月13日) 6,175 30 △ 8.6 － － 99.1 53,186 

48期(2017年７月13日) 6,504 30 5.8 － － 99.2 56,032 

49期(2017年８月14日) 6,077 30 △ 6.1 － － 99.2 51,676 

50期(2017年９月13日) 6,205 30 2.6 － － 99.3 52,026 

51期(2017年10月13日) 6,372 30 3.2 － － 99.5 51,840 

52期(2017年11月13日) 6,008 30 △ 5.2 － － 99.3 47,378 

53期(2017年12月13日) 5,989 30 0.2 － － 99.2 46,056 

54期(2018年１月15日) 6,431 30 7.9 － － 99.4 48,073 

55期(2018年２月13日) 5,607 30 △12.3 － － 99.0 40,650 

56期(2018年３月13日) 5,357 30 △ 3.9 － － 99.1 38,116 

57期(2018年４月13日) 5,102 30 △ 4.2 － － 99.1 35,636 

58期(2018年５月14日) 5,493 30 8.3 － － 99.1 38,027 

59期(2018年６月13日) 5,854 30 7.1 － － 99.1 39,755 

60期(2018年７月13日) 5,818 30 △ 0.1 － － 99.1 38,401 

61期(2018年８月13日) 6,048 30 4.5 － － 99.2 38,976 

62期(2018年９月13日) 5,893 30 △ 2.1 － － 99.2 37,181 

63期(2018年10月15日) 5,713 30 △ 2.5 － － 99.0 35,252 

64期(2018年11月13日) 5,448 30 △ 4.1 － － 99.1 33,197 
65期(2018年12月13日) 5,228 30 △ 3.5 － － 99.1 31,297 

66期(2019年１月15日) 4,937 30 △ 5.0 － － 99.0 29,127 

67期(2019年２月13日) 5,176 30 5.4 － － 99.1 30,300 

68期(2019年３月13日) 5,257 30 2.1 － － 99.1 30,367 

69期(2019年４月15日) 5,477 30 4.8 － － 99.0 31,374 
 

（注） 当ファンドの基準価額は、投資対象とする投資信託証券については、前営業日の基準価額を基に計算しております。 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） 当ファンドの値動きを表す適切な指数が存在しないため、ベンチマーク等はありません。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 
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米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

○当作成期中の基準価額と市況等の推移 

決 算 期 年 月 日 
基 準 価 額 債   券 

組 入 比 率 
債   券 
先 物 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率  騰 落 率 

第64期 

(期  首) 円 ％ ％ ％ ％ 

2018年10月15日 5,713 － － － 99.0 

10月末 5,311 △ 7.0 － － 99.2 

(期  末)      

2018年11月13日 5,478 △ 4.1 － － 99.1 

第65期 

(期  首)      

2018年11月13日 5,448 － － － 99.1 

11月末 5,332 △ 2.1 － － 99.3 

(期  末)      

2018年12月13日 5,258 △ 3.5 － － 99.1 

第66期 

(期  首)      

2018年12月13日 5,228 － － － 99.1 

12月末 4,621 △11.6 － － 99.2 

(期  末)      

2019年１月15日 4,967 △ 5.0 － － 99.0 

第67期 

(期  首)      

2019年１月15日 4,937 － － － 99.0 

１月末 5,208 5.5 － － 99.3 

(期  末)      

2019年２月13日 5,206 5.4 － － 99.1 

第68期 

(期  首)      

2019年２月13日 5,176 － － － 99.1 

２月末 5,206 0.6 － － 99.4 

(期  末)      

2019年３月13日 5,287 2.1 － － 99.1 

第69期 

(期  首)      

2019年３月13日 5,257 － － － 99.1 

３月末 5,335 1.5 － － 99.0 

(期  末)      

2019年４月15日 5,507 4.8 － － 99.0 
 

（注） 当ファンドの基準価額は、投資対象とする投資信託証券については、前営業日の基準価額を基に計算しております。 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 
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米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

運用経過
第64期～第69期：2018年10月16日～2019年４月15日

当作成期中の基準価額等の推移について

基準価額等の推移
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100,000
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2,000
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8,000
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（円） （百万円）

分配金再投資基準価額：左目盛

基準価額：左目盛

純資産総額：右目盛

第 64 期 首 5,713円
第 69 期 末 5,477円
既払分配金 180円
騰 落 率 －0.8％

（分配金再投資ベース）

※分配金再投資基準価額は、分配金が支払われた場合、収益分配金
（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、
ファンドの運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
※実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについ
ては、受益者のみなさまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。従って、
各個人の受益者のみなさまの損益の状況を示すものではない点に
ご留意ください。

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

― 4 ―

03_コメント-費用-TER_10pt_769046.indd   403_コメント-費用-TER_10pt_769046.indd   4 2019/05/30   11:42:302019/05/30   11:42:30



3

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

基準価額は当作成期首に比べ0.8％（分配金再投資ベース）の下
落となりました。

基準価額の動き

基準価額の主な変動要因

2018年末にかけて原油相場が下落したことなどが重しとなり、
ＭＬＰ等の価格が下落したことが基準価額の下落要因となりまし
た。

下落要因

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし
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米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

第64期～第69期：2018年10月16日～2019年４月15日

投資環境について

ＭＬＰ市況の推移（当作成期首を100として指数化）

40

60

80

100

120

2018/10/12 2018/12/10 2019/２/13 2019/４/11

Alerian MLP Total Return Index

ＭＬＰ市況
作成期を通してみると、ＭＬＰ市況は下
落しました。
当作成期の初めから2018年12月にかけ
ては、原油市場の下落に加えて、米中の
貿易摩擦問題への懸念、ＦＲＢによる利
上げなどが嫌気されてＭＬＰ市場は下落
しました。
その後、当作成期末にかけては、ＦＲＢ
が金融政策について柔軟な運営を行う姿
勢を示したことや、それを受けて米国の
長期金利が低下したこと、原油市場が上
昇したことなどが好感されて、ＭＬＰ市
場は上昇基調となりました。

（注）「Alerian MLP Total Return Index」は、Alerianの登録商標であり、Alerianからの使用許諾に基づき使用して
います。

（注）現地日付ベースで記載しております。

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし
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米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

為替市況の推移（当作成期首を100として指数化、対円）

（注）現地日付ベースで記載しております。
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円・米ドル

為替市況
作成期を通してみると、米ドルは対円で
ほぼ変わらずとなりました。世界的な株
安を受けて投資家のリスク回避姿勢が強
まったことなどから米ドルが対円で一時
下落したものの、その後、米中通商協議
の進展期待から投資家のリスク回避姿勢
が和らいだことなどから米ドルは対円で
上昇し、当作成期を通してみるとほぼ変
わらずとなりました。

国内短期金融市場
＜無担保コール翌日物金利の推移＞
日銀による金融緩和政策の影響を受けて、
無担保コール翌日物金利は０％を下回る
水準で推移し、足下ではマイナス0.06％

程度で推移しました。

＜国庫短期証券（３ヵ月物）の利回りの
推移＞
日銀による短期国債の買入れなどから、
国庫短期証券（３ヵ月物）の利回りはマ
イナス0.1％を下回る水準で推移しました。
2018年10月に、需給の引き締まりによ
りマイナス0.33％まで低下していました
が、その後は少しずつ需給が緩和してい
き上昇基調となり、足下はマイナス
0.19％程度で推移しました。

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし
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米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

当該投資信託のポートフォリオについて

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし
米ドル建の外国投資信託であるＵＳエネルギーＭＬＰファンド受益証券を高位に組み入れ、
マネー・プール　マザーファンド受益証券への投資も行いました。
外貨建（米ドル建）資産については為替ヘッジを行いませんでした。

ＵＳエネルギーＭＬＰファンド
主にエネルギーや天然資源に関連するＭＬＰ等に投資を行いました。
ポートフォリオの構築に際しては、基本的にボトムアップ・アプローチによる独自のファン
ダメンタルズ分析を活用し、長期的な資産価値の創出が可能であり、支払われる分配金（株
式に投資した場合における配当等を含みます）の増加が見込まれる銘柄等に投資を行いまし
た。
中流事業を手掛けるＭＬＰ等へ着目し、中でもキャッシュ・フローを見通しやすい銘柄群や
天然ガス関連の銘柄群、ＧＰ（ジェネラル・パートナー）へ出資している銘柄群を選好しま
した。
その結果、天然ガス中流事業などを手掛ける大手企業のタルガ・リソーシズなどの組入比率
を高めとしました。タルガ・リソーシズは原油市場が下落した局面で下落し、基準価額にマ
イナスに影響しました。

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

― 8 ―

03_コメント-費用-TER_10pt_769046.indd   803_コメント-費用-TER_10pt_769046.indd   8 2019/05/30   11:42:322019/05/30   11:42:32



10

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

※当記載は、ＵＳエネルギーＭＬＰファンドの資料を基に、三菱ＵＦＪ国際投信が作成したものです。

マネー・プール　マザーファンド
わが国のコール・ローンおよびＣＰ現先取引等への投資を通じて、安定した収益の確保およ
び適正な流動性の保持を図りました。その結果、利子等収益は積み上がったものの、運用資
金に対するマイナス金利適用などの影響を受けて、基準価額は当作成期首と比べて下落しま
した。

（ご参考）
ポートフォリオ特性
（現地2019年３月末）
配当利回り 6.8％

（注）ＭＬＰは通常、投資家に「分配金」を支払います
が、当該「配当利回り」は株式等と表現を合わせ
「配当」とし、ポートフォリオの利回りを「配当
利回り」としています。

（注）「配当利回り」は課税前の組入銘柄の配当利回り
をＵＳエネルギーＭＬＰファンドの純資産総額対
比で加重平均して算出しています。税金・信託報
酬等は考慮していません。ＵＳエネルギーＭＬＰ
ファンドの運用利回りを示唆するものではなく、
将来の分配を保証するものでもありません。

組入上位10銘柄
（現地2019年３月末）

組入銘柄数：20銘柄

銘柄 業種 比率
1 アンテロ・ミッドストリーム 石油・ガス貯蔵・輸送 9.3％
2 ＯＮＥＯＫ 石油・ガス貯蔵・輸送 9.3％
3 エンタープライズ・プロダクツ・パートナーズ 石油・ガス貯蔵・輸送 9.1％
4 エナジー・トランスファー 石油・ガス貯蔵・輸送 9.0％
5 ＥＱＭミッドストリーム・パートナーズ 石油・ガス貯蔵・輸送 8.9％
6 ウィリアムズ・カンパニーズ 石油・ガス貯蔵・輸送 8.9％
7 タルガ・リソーシズ 石油・ガス貯蔵・輸送 8.6％
8 ウェスタン・ミッドストリーム・パートナーズ 石油・ガス貯蔵・輸送 8.6％
9 ニュースター・エナジー 石油・ガス精製・販売 6.9％
10 マゼラン・ミッドストリーム・パートナーズ 石油・ガス貯蔵・輸送 3.0％

（注）比率はＵＳエネルギーＭＬＰファンドの純資産総
額に対する割合です。

（注）業種は、ＧＩＣＳ（世界産業分類基準）によるも
の で す 。 Global  Industry  Classification 
Standard（"ＧＩＣＳ"）は、MSCI Inc.とＳ＆Ｐ
（Standard & Poor's）が開発した業種分類です。
ＧＩＣＳに関する知的財産所有権はMSCI Inc.お
よびＳ＆Ｐに帰属します。

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし
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当該投資信託のベンチマークとの差異について
当ファンドの値動きを表す適切な指数が存在しないため、ベンチマーク等はありません。
従って、ベンチマークおよび参考指数との対比は表記できません。

分配金について
収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向、残存信託期間等を勘案し、分配金額を決
定します。原則として安定した分配を継続することを目指しますが、基準価額水準や分配対象収
益を勘案し、委託会社が決定する額を付加して分配を行うことがあります。この結果、次表の通
りとさせていただきました。収益分配に充てなかった利益（留保益）につきましては、信託財産
中に留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。

分配原資の内訳 （単位：円、１万口当たり、税込み）

項　目
第64期

2018年10月16日～
2018年11月13日

第65期
2018年11月14日～
2018年12月13日

第66期
2018年12月14日～
2019年１月15日

第67期
2019年１月16日～
2019年２月13日

第68期
2019年２月14日～
2019年３月13日

第69期
2019年３月14日～
2019年４月15日

当期分配金
（対基準価額比率）

30
（0.548％）

30
（0.571％）

30
（0.604％）

30
（0.576％）

30
（0.567％）

30
（0.545％）

当期の収益 26 26 22 30 27 30

当期の収益以外 3 3 7 － 2 －

翌期繰越分配対象額 1,248 1,245 1,238 1,244 1,242 1,247

（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基
準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファ
ンドの収益率とは異なります。

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨て
で算出しているため合計が当期分配金と一致しな
い場合があります。
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今後の運用方針（作成対象期間末での見解です。）

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし
今後の運用方針
引き続き、米ドル建の外国投資信託であるＵＳエネルギーＭＬＰファンド受益証券を主要投
資対象とします。外貨建（米ドル建）資産については原則として為替ヘッジを行いません。
また、マネー・プール　マザーファンド受益証券への投資も行います。

ＵＳエネルギーＭＬＰファンド
運用環境の見通し
ＦＲＢが金融政策に対する姿勢を「利上げ」から「様子見」にシフトさせたことで、金利上
昇に対する警戒感は後退しており、利回り資産であるＭＬＰにとって追い風となる可能性が
あると考えます。また、世界経済の牽引役である中国経済に安定化の兆しが見え始めており、
景気が底割れするリスクが低下していることも下支え要因であると考えます。過去数年に亘
り、ＭＬＰ各社は分配金成長を抑制し財務体質の強化を優先してきました。足下では財務立
て直しが一巡し、一部では自社株買いに動くＭＬＰも出始めています。自社株買いは経営陣
による自社事業への自信の表れであり、ＭＬＰのファンダメンタルズが健全であるとのメッ
セージであるともいえます。当面は株式市場と連動して変動性が高い状況が続く可能性はあ
るといえますが、割安感が残るＭＬＰ市場は魅力的な投資機会を提供しているものと考えま
す。

今後の運用方針
引き続き、主にエネルギーや天然資源に関連するＭＬＰ等に投資を行います。ポートフォリ
オの構築に際しては、基本的にボトムアップ・アプローチによる独自のファンダメンタルズ
分析を活用し、長期的な資産価値の創出が可能であり、支払われる分配金（株式に投資した
場合における配当等を含みます）の増加が見込まれる銘柄等に投資を行う方針です。
中流事業を手掛けるＭＬＰ等へ着目し、中でもキャッシュ・フローを見通しやすい銘柄群や
天然ガス関連の銘柄群を選好する方針です。

マネー・プール　マザーファンド
運用環境の見通し
物価は緩やかに上昇していくと予想していますが、日銀の物価目標である２％には届かない
と思われます。したがって、今後も金融緩和政策が継続すると想定されることから、短期金
利は低位で推移すると予想しています。

今後の運用方針
わが国の国債や短期国債（国庫短期証券）現先取引、コール・ローンおよびＣＰ現先取引な
どへの投資を通じて、安定した収益の確保や常時適正な流動性の保持をめざした運用を行う
方針です。

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし
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2018年10月16日～2019年４月15日

１万口当たりの費用明細

項目
第64期～第69期

項目の概要
金額（円） 比率（％）

(ａ)信 託 報 酬 30 0.579 (ａ)信託報酬＝作成期中の平均基準価額×信託報酬率×（作成期中の日数÷年間日数）

( 投 信 会 社 ) (10) (0.187) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書等の作成等の対価
( 販 売 会 社 ) (20) (0.375) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等の対価
( 受 託 会 社 ) (1) (0.016) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

(ｂ)そ の 他 費 用 0 0.005 (ｂ)その他費用＝作成期中のその他費用÷作成期中の平均受益権口数

( 保 管 費 用 ) (0) (0.000) 有価証券等を海外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる費用
( 監 査 費 用 ) (0) (0.005) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用
( そ の 他 ) (0) (0.000) 信託事務の処理等に要するその他諸費用

合　　計 30 0.584

作成期中の平均基準価額は、5,259円です。

（注）作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税
等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変
動があるため、簡便法により算出した結果です。

（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してありま
す。

（注）その他費用は、このファンドが組み入れている親
投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対
応するものを含みます。

（注）各項目の費用は、このファンドが組み入れている
投資信託証券（マザーファンドを除く。）が支
払った費用を含みません。

（注）当該投資信託証券の直近の計算期末時点における
「１万口当たりの費用明細」が取得できるものに
ついては「組入れ上位ファンドの概要」に表示す
ることとしております。

（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円
未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で
除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第３
位未満は四捨五入してあります。

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

― 12 ―

03_コメント-費用-TER_10pt_769046.indd   1203_コメント-費用-TER_10pt_769046.indd   12 2019/05/30   11:42:332019/05/30   11:42:33



5

米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし

（参考情報）
■総経費率
当作成対象期間の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数
料及び有価証券取引税を除く。）を作成期中の平均受益権口数に作成期中の平均基準価額（１
口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率）は2.14％です。

総経費率（①＋②＋③） （％） 2.14

①当ファンドの費用の比率 （％） 1.17

②投資先ファンドの運用管理費用の比率 （％） 0.91

③投資先ファンドの運用管理費用以外の比率 （％） 0.06

運用管理費用以外
0.06％

その他費用
0.01％

運用管理費用（受託会社）
0.03％

運用管理費用
（投信会社）
0.38％

投資先
ファンド
0.97％ 当ファンド

1.17％

運用管理費用
（販売会社）
0.75％

運用管理費用
0.91％

総経費率
2.14％

（注）①の費用は、１万口当たりの費用明細において用
いた簡便法により算出したものです。

（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手
数料及び有価証券取引税を含みません。

（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）投資先ファンドとは、このファンドが組入れてい

る投資信託証券（マザーファンドを除く。）です。

（注）①の費用は、マザーファンドが支払った費用を含
み、投資先ファンドが支払った費用を含みません。

（注）①の費用と②③の費用は、計上された期間が異な
る場合があります。

（注）前記の前提条件で算出したものです。このため、
これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生
した費用の比率とは異なります。
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○売買及び取引の状況 (2018年10月16日～2019年４月15日) 

 

 

銘 柄 
第64期～第69期 

買 付 売 付 
口 数 金 額 口 数 金 額 

外 
国 

アメリカ 千口 千アメリカドル 千口 千アメリカドル  
 ＵＳエネルギーＭＬＰファンド 2,280,437 10,264 7,099,528 31,599  

 
（注） 金額は受渡代金。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2018年10月16日～2019年４月15日) 

 

＜米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなし＞ 

区       分 

第64期～第69期 

買付額等 
Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
為替直物取引 － － － 3,523 1,739 49.4 

 
 
 

＜マネー・プール マザーファンド＞ 

 該当事項はございません。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とはモル
ガン・スタンレーＭＵＦＧ証券です。 

 

○組入資産の明細 (2019年４月15日現在) 

 

 

銘 柄 

第63期末 第69期末 

口   数 口   数 
評    価    額 

比   率 
外貨建金額 邦貨換算金額 

(アメリカ) 千口 千口 千アメリカドル 千円 ％ 

ＵＳエネルギーＭＬＰファンド 64,212,345 59,393,254 277,425 31,074,473 99.0 

合 計 64,212,345 59,393,254 277,425 31,074,473 99.0 
 

（注） 邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。 

（注） 比率は米国エネルギーＭＬＰオープン（毎月決算型）為替ヘッジなしの純資産総額に対する比率。 

 

投資信託証券 

利害関係人との取引状況 
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銘 柄 
第63期末 第69期末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

マネー・プール マザーファンド 996 996 1,000 
 
 
 

○投資信託財産の構成 (2019年４月15日現在) 

項 目 
第69期末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

投資信託受益証券 31,074,473 98.3 

マネー・プール マザーファンド 1,000 0.0 

コール・ローン等、その他 529,874 1.7 

投資信託財産総額 31,605,347 100.0 
 

（注） 作成期末における外貨建純資産（31,085,690千円）の投資信託財産総額（31,605,347千円）に対する比率は98.4％です。 

（注） 外貨建資産は、作成期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、作成期末における邦貨換算

レートは以下の通りです。 

１アメリカドル＝112.01円    

 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 

項 目 
第64期末 第65期末 第66期末 第67期末 第68期末 第69期末 

2018年11月13日現在 2018年12月13日現在 2019年１月15日現在 2019年２月13日現在 2019年３月13日現在 2019年４月15日現在 

  円 円 円 円 円 円 

(A) 資産 33,474,733,667   31,601,008,685   29,382,614,726   30,574,856,795   30,613,184,646   31,605,347,006   

 コール・ローン等 353,253,169   342,728,847   241,187,234   288,396,540   271,560,379   269,166,150   

 投資信託受益証券(評価額) 32,913,571,369   31,012,467,469   28,844,963,460   30,017,984,180   30,078,994,762   31,074,473,889   

 マネー・プール マザーファンド(評価額) 1,000,498   1,000,498   1,000,498   1,000,498   1,000,498   1,000,399   

 未収入金 206,908,631   244,811,871   295,463,534   267,475,577   261,629,007   260,706,568   

(B) 負債 277,652,400   303,023,284   254,870,672   273,893,495   246,037,348   231,132,954   

 未払収益分配金 182,796,926   179,584,887   177,009,794   175,632,926   173,301,706   171,852,826   

 未払解約金 63,165,880   92,408,874   47,259,223   70,054,292   45,041,856   26,491,814   

 未払信託報酬 31,396,761   30,742,976   30,319,084   27,945,653   27,439,454   32,486,675   

 未払利息 1,356   1,125   942   971   273   849   

 その他未払費用 291,477   285,422   281,629   259,653   254,059   300,790   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 33,197,081,267   31,297,985,401   29,127,744,054   30,300,963,300   30,367,147,298   31,374,214,052   

 元本 60,932,308,941   59,861,629,316   59,003,264,717   58,544,308,825   57,767,235,602   57,284,275,427   

 次期繰越損益金 △27,735,227,674   △28,563,643,915   △29,875,520,663   △28,243,345,525   △27,400,088,304   △25,910,061,375   

(D) 受益権総口数 60,932,308,941口 59,861,629,316口 59,003,264,717口 58,544,308,825口 57,767,235,602口 57,284,275,427口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 5,448円 5,228円 4,937円 5,176円 5,257円 5,477円 
 
 
  

親投資信託残高 
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○損益の状況 

項 目 
第64期 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期 

2018年10月16日～ 
2018年11月13日 

2018年11月14日～ 
2018年12月13日 

2018年12月14日～ 
2019年１月15日 

2019年１月16日～ 
2019年２月13日 

2019年２月14日～ 
2019年３月13日 

2019年３月14日～ 
2019年４月15日 

  円 円 円 円 円 円 

(A) 配当等収益 195,262,515   190,093,920   165,651,036   216,267,304   164,413,179   208,266,320   

 受取配当金 196,078,054   191,399,854   166,009,705   217,091,471   164,834,883   209,194,467   

 受取利息 －   15,416   13,069   14,501   17,412   30,367   

 支払利息 △       815,539   △     1,321,350   △       371,738   △       838,668   △       439,116   △       958,514   

(B) 有価証券売買損益 △ 1,593,579,635   △ 1,295,292,259   △ 1,676,834,301   1,385,443,741   504,362,478   1,252,131,983   

 売買益 33,197,138,012   31,453,900,372   29,126,321,586   30,444,127,485   30,434,538,930   31,126,183,096   

 売買損 △34,790,717,647   △32,749,192,631   △30,803,155,887   △29,058,683,744   △29,930,176,452   △29,874,051,113   

(C) 信託報酬等 △    31,695,377   △    31,033,317   △    30,607,611   △    28,208,544   △    27,700,559   △    32,788,870   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 1,430,012,497   △ 1,136,231,656   △ 1,541,790,876   1,573,502,501   641,075,098   1,427,609,433   

(E) 前期繰越損益金 △18,545,710,824   △19,755,951,923   △20,700,825,711   △22,157,024,680   △20,433,620,691   △19,672,855,147   

(F) 追加信託差損益金 △ 7,576,707,427   △ 7,491,875,449   △ 7,455,894,282   △ 7,484,190,420   △ 7,434,241,005   △ 7,492,962,835   

 (配当等相当額) (   5,667,016,233)  (   5,572,045,138)  (   5,498,325,170)  (   5,462,648,728)  (   5,394,512,596)  (   5,361,229,063)  

 (売買損益相当額) (△13,243,723,660)  (△13,063,920,587)  (△12,954,219,452)  (△12,946,839,148)  (△12,828,753,601)  (△12,854,191,898)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △27,552,430,748   △28,384,059,028   △29,698,510,869   △28,067,712,599   △27,226,786,598   △25,738,208,549   

(H) 収益分配金 △   182,796,926   △   179,584,887   △   177,009,794   △   175,632,926   △   173,301,706   △   171,852,826   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △27,735,227,674   △28,563,643,915   △29,875,520,663   △28,243,345,525   △27,400,088,304   △25,910,061,375   

 追加信託差損益金 △ 7,576,707,427   △ 7,491,875,449   △ 7,455,894,282   △ 7,484,190,420   △ 7,434,241,005   △ 7,492,962,835   

 (配当等相当額) (   5,667,016,233)  (   5,572,045,138)  (   5,498,325,170)  (   5,462,648,728)  (   5,394,512,596)  (   5,361,229,063)  

 (売買損益相当額) (△13,243,723,660)  (△13,063,920,587)  (△12,954,219,452)  (△12,946,839,148)  (△12,828,753,601)  (△12,854,191,898)  

 分配準備積立金 1,941,871,780   1,883,283,831   1,808,810,162   1,824,986,169   1,781,119,005   1,787,443,855   

 繰越損益金 △22,100,392,027   △22,955,052,297   △24,228,436,543   △22,584,141,274   △21,746,966,304   △20,204,542,395   
 

（注） (B)有価証券売買損益は各期末の評価換えによるものを含みます。 

（注） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

 

＜注記事項＞ 

①作成期首（前作成期末）元本額 61,707,102,387円 

作成期中追加設定元本額 1,232,917,143円 

作成期中一部解約元本額 5,655,744,103円 

また、１口当たり純資産額は、作成期末0.5477円です。 

②純資産総額が元本額を下回っており、その差額は25,910,061,375円です。 

③分配金の計算過程 

項 目 
2018年10月16日～ 
2018年11月13日 

2018年11月14日～ 
2018年12月13日 

2018年12月14日～ 
2019年１月15日 

2019年１月16日～ 
2019年２月13日 

2019年２月14日～ 
2019年３月13日 

2019年３月14日～ 
2019年４月15日 

費用控除後の配当等収益額 163,567,121円 159,060,589円 135,043,411円 212,459,135円 157,604,375円 203,590,614円 

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 －円 －円 －円 －円 －円 －円 

収益調整金額 5,667,016,233円 5,572,045,138円 5,498,325,170円 5,462,648,728円 5,394,512,596円 5,361,229,063円 

分配準備積立金額 1,961,101,585円 1,903,808,129円 1,850,776,545円 1,788,159,960円 1,796,816,336円 1,755,706,067円 

当ファンドの分配対象収益額 7,791,684,939円 7,634,913,856円 7,484,145,126円 7,463,267,823円 7,348,933,307円 7,320,525,744円 

１万口当たり収益分配対象額 1,278円 1,275円 1,268円 1,274円 1,272円 1,277円 

１万口当たり分配金額 30円 30円 30円 30円 30円 30円 

収益分配金金額 182,796,926円 179,584,887円 177,009,794円 175,632,926円 173,301,706円 171,852,826円 
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○分配金のお知らせ  

 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期 

１万口当たり分配金（税込み） 30円 30円 30円 30円 30円 30円 
 
◆分配金は各決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 

◆分配金を再投資される方のお手取分配金は、各決算日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資いたしました。 

◆課税上の取り扱い 

・分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金

（特別分配金）」に分かれます。 

・分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、全額が普通分配金となります。分配後の基準価額が個別元本を下回る場合には、

下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、残りの額が普通分配金となります。 

・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額

が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

・個人受益者が支払いを受ける収益分配金のうち普通分配金については配当所得として課税され、原則として、20.315％（所得税15％、復興

特別所得税0.315％、地方税５％）の税率で源泉徴収（申告不要）されます。確定申告を行い、総合課税・申告分離課税を選択することも

できます。 

 

※法人受益者に対する課税は異なります。 

※課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 

※税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。 

※NISAおよびジュニアNISAをご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所

得が一定期間非課税となります。 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（https://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

①信用リスクを適正に管理する方法を新たに定める（分散型に分類）とともに、約款記載の整備を行うため、信用リスク集中回避のための投

資制限の追加およびこれに伴う投資制限の記載変更ならびに約款記載の整備を行い、信託約款に所要の変更を行いました。 

（2019年１月12日） 

②2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興

特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 
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